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１．はじめに 

道路管理者は、道路交通騒音を抑制することを目

的とし、各種の対策（図１）を講じている。対策の

１つである遮音壁については、経年で性能が低下す

ることがなく、更新事例が皆無であるが、いずれ他

の構造物と同様に老朽化することを想定する必要が

ある。一方、自動車単体騒音の規制がこれから段階

的に強化され1)、道路交通騒音が低減することが想

定される。国総研では、以上のような状況を踏まえ

た、これからの遮音壁のあり方について検討を行っ

ている。 
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図１ 道路交通騒音対策の模式図 

 

２．遮音壁の維持管理の現状 

 直轄国道に設置されている遮音壁は、多くは写真

１のような金属製遮音板を付けた遮音壁が設置され

ており、地域によっては、写真２2)のような透光性

遮音板を付けた遮音壁が設置されている。維持管理

の基準は、NEXCOの設計要領を基本とした道路管理者

ごとの設置基準がある。補修は、第三者被害が想定

される場合に行う。更新は、交通事故時の破損部の

現状復旧のみ行われるため、新旧の遮音板が混在し、

景観的に統一感が欠如することがある。 

３．自動車単体騒音規制強化の影響 

 中央環境審議会の答申1)（2015年7月30日）により、

加速走行騒音許容限度目標値は、2016年（フェーズ1）、

2020年（フェーズ2）に段階的に規制強化される。ま

た、タイヤ騒音許容限度目標値が新たに導入され、

2018年に乗用車、2019年に小型貨物車、2023年に中

型・大型車に適用される。 

これらが道路交通騒音に及ぼす影響を適切に予測

する方法を検討中である。 

４．今後の遮音壁のあり方の検討 

 道路交通騒音の今後の変化と今後の遮音壁のあり

方について、いくつかのシナリオを設定し、それぞ

れの技術的課題を整理して、今後の方針を検討して

いきたい。 

 

  

写真１ 一般的な遮音壁

（金属製遮音板） 

写真２ 透明な遮音壁

（透光性遮音板） 
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１．はじめに 

我が国には現在約70万橋の道路橋（橋長2m以上）

が存在し1)、確実に高齢化が進む道路橋資産群を限

られた予算で将来にわたって合理的に維持管理して

いくことが求められる。このため、国総研では、既

設橋の効果的なライフサイクルコスト（以下、LCC）

縮減、新設橋の耐久性向上策の確立に向けて、点検

結果を用いて将来の橋梁の状態を予測し、道路橋の

LCCを算定する手法の検討を行っている。 

２．道路橋の劣化予測 

 国管理の道路橋の定期点検2)結果において、部材

の位置づけや橋毎の固有の条件あるいは評価者の主

観に左右されない5段階の評価値「損傷程度の評価（a、

b、c、d、e）」を用いて、複数の代表的な予測手法

による劣化予測を行った。ここでは、道路橋の経時

的な劣化過程は状態遷移確率で表現できるため、既

往の研究において一般的に用いられている、劣化過

程に時間依存性がないマルコフ推移確率により劣化

予測を行った例を示す。図－1は、現在最も一般的な

C塗装系の防食機能の劣化の推移を、飛来塩分量の違

いに着目して塩害地域区分の別で対比したものであ

り、劣化速度に与える影響の違いが見てとれる。こ

のように、条件を細分化することで劣化特性をうま

く捉えることが出来る場合があるが、細分化するこ

とで母集団が減少し、予測精度低下に繋がる場合も

あるため、今後の研究課題である。 
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図－1 防食機能（C塗装系）の劣化予測 

３．道路橋のLCC算定事例 

劣化特性を用いた維持管理費用推計の妥当性を検

証するため、国管理の道路橋を対象に、前述の劣化

予測方法と標準補修単価を用いて劣化に伴い発生す

る費用を推計し、実態と比較した。補修サイクルは

２つのシナリオを設定し、損傷の程度が予防保全シ

ナリオでは「c」、事後保全シナリオでは「d」に達

した時点で補修するものとし、それぞれ維持管理費

用を推計した。図－2に鋼橋のLCC算定事例を示す。

推計結果では塗装が頻繁に計上されているが、工事

調整による対策時期や補修範囲、補修費用の不確実

性が大きく、標準化した条件での推計結果と個々の

実績との整合性の向上には限界があると考えられる。 
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図－2 鋼橋のLCC算定事例 

４．おわりに 

これまでの検討から、劣化予測やLCC算定の精度向

上に限界があることを明らかにする一方、限界を踏

まえた活用方法について今後さらに検討を進め、LCC

算定を実務で活用するためのガイドライン等として

とりまとめる予定である。 
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